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３．合併当事会社の概要（2015年９月30日付） 

(1)商号 
株式会社日阪製作所 

（存続会社） 

日阪興産株式会社 

（消滅会社） 

(2)事業内容 

プレート式熱交換器、調理殺菌装置、

医薬用滅菌装置、液流染色機、ボール

バルブ等の製造および販売 

保険代理業 

（現在、休眠状態） 

(3)設立年月日 1942年５月５日 1972年 10月５日 

(4)本店所在地 大阪市北区曾根崎二丁目12番 7号 大阪市北区曾根崎二丁目12番 7号 

(5)代表者 代表取締役社長 前田 雄一 代表取締役 波多野 浩史 

(6)資本金の額 4,150百万円 10百万円

(7)発行済株式の総数 32,732,800株 20,000株

(8)事業年度の末日 ３月31日 ３月31日

(9)大株主および 

持株比率 

 

日新製鋼株式会社 8.86％

株式会社日阪製作所 8.78％

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社 
3.89％

日本生命保険相互会社 2.93％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀

行 
2.78％

因幡電機産業株式会社 2.78％

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社 
2.34％

ＪＵＮＩＰＥＲ 2.27％

株式会社タクマ 1.96％

株式会社みずほ銀行 1.87％

 

株式会社日阪製作所 100.00％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(10)直近事業年度の財政状態および経営成績（2015年 3月 31日付） 

純資産 49,695百万円 62百万円

総資産 60,962百万円 62百万円

１株当たり純資産 1,664.49円 3,117.53円

売上高 22,402百万円 －百万円

営業利益 1,332百万円 0百万円

経常利益 1,749百万円 △0百万円

当期純利益 1,243百万円 △0百万円

１株当たり当期純利益 41.65円 △14.04円

 

４．合併後の状況 

 合併後の存続会社の商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金および決算期に変更はございま

せん。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、2016 年３月期の連結業績および個別業績に

与える影響は軽微であります。 

 

以 上 


